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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　管用ねじ継手に潤滑被膜層を形成するための組成物であって、
　Ｃｒ２Ｏ３と、
　金属石鹸と、
　ワックスと、
　塩基性芳香族有機酸金属塩とを含有する、組成物。
【請求項２】
　請求項１に記載の組成物であって、
　前記組成物の不揮発性成分の合計量に基づく質量％で、
　Ｃｒ２Ｏ３：１～２０％、
　金属石鹸：２～３０％、
　ワックス：２～３０％、及び、
　塩基性芳香族有機酸金属塩：２０～７０％、を含有する、組成物。
【請求項３】
　請求項１又は請求項２に記載の組成物であってさらに、
　潤滑性粉末を含有する、組成物。
【請求項４】
　請求項３に記載の組成物であって、
　前記組成物の不揮発性成分の合計量に基づく質量％で、
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　潤滑性粉末：０．５～２０％、を含有する、組成物。
【請求項５】
　請求項３又は請求項４に記載の組成物であって、
　前記潤滑性粉末が、黒鉛及びポリテトラフルオロエチレンからなる群から選ばれる１種
以上である、組成物。
【請求項６】
　請求項１～請求項５のいずれか１項に記載の組成物であってさらに、
　揮発性有機溶剤を含有する、組成物。
【請求項７】
　ピン及びボックスを備える管用ねじ継手であって、
　前記ピン及び前記ボックスの各々は、ねじ部を有する接触表面を備え、
　前記管用ねじ継手は、前記ピン及び前記ボックスの少なくとも一方の前記接触表面上で
あって、最表層として、請求項１～請求項６のいずれか１項に記載の組成物からなる潤滑
被膜層を備える、管用ねじ継手。
【請求項８】
　請求項７に記載の管用ねじ継手であってさらに、
　前記管用ねじ継手は、前記ピン及び前記ボックスの少なくとも一方の前記接触表面と前
記潤滑被膜層との間に、金属めっき層を備える、管用ねじ継手。
【請求項９】
　請求項７又は請求項８に記載の管用ねじ継手であってさらに、
　前記潤滑被膜層の下に、前記潤滑被膜層と接触する表面を有する化成処理被膜を備える
、管用ねじ継手。
【請求項１０】
　請求項７又は請求項８に記載の管用ねじ継手であって、
　前記潤滑被膜層と接触する表面は、ブラスト処理されている又は酸洗されている、管用
ねじ継手。
【請求項１１】
　請求項７～１０のいずれか１項に記載の管用ねじ継手であって、
　前記接触表面はさらに、ねじ無し金属接触部を有する、管用ねじ継手。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、組成物、特に油井管用ねじ継手に使用される潤滑被膜層を形成するための組
成物と、その組成物から形成された潤滑被膜層を備えた管用ねじ継手とに関する。
【背景技術】
【０００２】
　油田や天然ガス田の採掘のために、油井管が使用される。油井管は、井戸の深さに応じ
て、複数の鋼管を連結して形成される。鋼管の連結は、鋼管の端部に形成された管用ねじ
継手同士をねじ締めすることによって行われる。油井管は、油井が完成するまでの間のト
ラブル時や油井完成後に、繰り返し、引き上げられ、ねじ戻しされ、ねじ面などの点検を
受けた後、再びねじ締めされて、降管し、再使用されることがある。
【０００３】
　管用ねじ継手は、ピン及びボックスを備える。ピンは、鋼管の端部の外周面に形成され
た雄ねじ部を含む。ボックスは、鋼管の端部の内周面に形成された雌ねじ部を含む。ピン
及びボックスはさらに、ねじ無し金属接触部を含む場合がある。ピン及びボックスのねじ
部及びねじ無し金属接触部は、鋼管のねじ締め及びねじ戻し時に強い摩擦を繰り返し受け
る。これらの部位に、摩擦に対する十分な耐久性がなければ、ねじ締め及びねじ戻しを繰
り返した時にゴーリング（修復不可能な焼付き）が発生する。したがって、管用ねじ継手
には、摩擦に対する十分な耐久性、すなわち、優れた耐焼付き性が要求される。
【０００４】
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　従来、耐焼付き性を向上するために、ドープと呼ばれる重金属入りのコンパウンドグリ
ースが使用されてきた。管用ねじ継手の表面にコンパウンドグリースを塗布することで、
管用ねじ継手の耐焼付き性を改善できる。しかしながら、コンパウンドグリースに含まれ
るＰｂ、Ｚｎ及びＣｕ等の重金属は環境に影響を与える可能性がある。このため、コンパ
ウンドグリースを使用しない管用ねじ継手に使用される潤滑被膜層を形成するための組成
物の開発が望まれている。
【０００５】
　国際公開第２００９／０５７７５４号（特許文献１）及び国際公開第２０１４／０２４
７５５号（特許文献２）は、コンパウンドグリース無しでも耐焼付き性に優れる潤滑被膜
層、及び、潤滑被膜層を形成するための組成物を提案する。
【０００６】
　特許文献１に記載されている潤滑被膜層は、ロジン及びフッ化カルシウムの一方もしく
は両方、金属石鹸、ワックス、及び塩基性芳香族有機酸金属塩を含む。これにより、耐焼
付き性、気密性及び防錆性に優れる、と特許文献１には記載されている。
【０００７】
　特許文献２に記載されている管状ねじ継手への潤滑被膜層を形成するための組成物は、
メラミンシアヌレートと、塩基性芳香族有機酸金属塩と、松脂系物質、ワックス、金属石
鹸、および潤滑性粉末から選ばれた１種以上とを含有する。これにより、耐焼付き性、気
密性及び防錆性に優れる、と特許文献２には記載されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００８】
【特許文献１】国際公開第２００９／０５７７５４号
【特許文献２】国際公開第２０１４／０２４７５５号
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００９】
　ところで、ピン及びボックスのねじ部及びねじ無し金属接触部は、金属シール部及びシ
ョルダー部を含む。ねじ無し金属接触部を有する管用ねじ継手をねじ締めする際、ピン及
びボックスのショルダー部同士が接触する。このときに生じるトルクをショルダリングト
ルクという。管用ねじ継手をねじ締めする際には、ショルダリングトルクに到達した後、
締結が完了するまでさらにねじ締めを行う。これにより、管用ねじ継手の気密性が高まる
。さらにねじ締めを行うと、ピン及びボックスの少なくとも一方を構成する金属が塑性変
形を起こし始める。このときに生じるトルクをイールドトルクという。
【００１０】
　締結完了時のトルク（以下、締結トルクという）は、ねじ干渉量の大小に関わらず、十
分なシール面圧が得られるように設定されている。ショルダリングトルクとイールドトル
クとの差（以下、トルクオンショルダー抵抗ΔＴ’という）が十分にあれば、締結トルク
の範囲が広くなる。その結果、締結トルクの調整が容易になる。したがって、管用ねじ継
手には、上述の耐焼付き性と、高いトルクオンショルダー抵抗ΔＴ’、つまりオーバート
ルク性能とを両立することが要求される。これは、ねじ無し金属接触部（特にショルダー
部）を有さない管用ねじ継手においても同様である。管用ねじ継手がショルダー部を有し
ていない場合であっても、高面圧時に高いトルクが維持されれば、締結トルクの調整は容
易になる。
【００１１】
　本発明の目的は、優れた耐焼付き性及び高いオーバートルク性能を有する管用ねじ継手
を得るための組成物、及び、その組成物から形成された潤滑被膜層を備えた、優れた耐焼
付き性及び高いオーバートルク性能を有する管用ねじ継手を提供することである。
【課題を解決するための手段】
【００１２】



(4) JP 6872032 B2 2021.5.19

10

20

30

40

50

　本実施形態による組成物は、管用ねじ継手に潤滑被膜層を形成するための組成物であっ
て、Ｃｒ２Ｏ３と、金属石鹸と、ワックスと、塩基性芳香族有機酸金属塩とを含有する。
【００１３】
　本実施形態による管用ねじ継手は、ピン及びボックスを備える管用ねじ継手である。ピ
ン及びボックスの各々は、ねじ部及びねじ無し金属接触部を有する接触表面を備える。管
用ねじ継手は、ピン及びボックスの少なくとも一方の接触表面上であって、最表層として
、上記組成物からなる潤滑被膜層を備える。
【発明の効果】
【００１４】
　本実施形態による管用ねじ継手は、潤滑被膜層を備える。上記潤滑被膜層を形成するた
めの組成物は、Ｃｒ２Ｏ３を含有する。そのため、本実施形態による管用ねじ継手は、締
結を繰り返しても優れた耐焼付き性を有する。さらに、本実施形態による管用ねじ継手は
、高いオーバートルク性能を有する。
【図面の簡単な説明】
【００１５】
【図１】図１は、ショルダー部を有する管用ねじ継手の回転数とトルクとの関係を示す図
である。
【図２】図２は、潤滑被膜層を形成させるための組成物中のＣｒ２Ｏ３含有量とオーバー
トルク性能との関係を示す図である。
【図３】図３は、潤滑被膜層を形成させるための組成物中のＣｒ２Ｏ３含有量と耐焼付き
性との関係を示す図である。
【図４】図４は、本実施形態の管用ねじ継手の構成を示す図である。
【図５】図５は、本実施形態による管用ねじ継手の断面図である。
【図６】図６は、本実施形態による管用ねじ継手の接触表面の断面図である。
【図７】図７は、実施例における、トルクオンショルダー抵抗ΔＴ’を説明するための図
である。
【発明を実施するための形態】
【００１６】
　以下、図面を参照して、本実施形態を詳しく説明する。図中同一又は相当部分には同一
符号を付してその説明は繰り返さない。
【００１７】
　本発明者は、管用ねじ継手用の潤滑被膜層を形成するための組成物と、管用ねじ継手と
、耐焼付き性及びオーバートルク性能との関係について種々検討を行った。その結果、以
下の知見を得た。
【００１８】
　［オーバートルク性能］
　鋼管同士をねじ締めする際、ねじ締めを終了する最適なトルクがあらかじめ決められて
いる。図１は、ショルダー部を有する管用ねじ継手をねじ締めした際の、管用ねじ継手の
回転数とトルクとの関係を示す図である。図１を参照して、管用ねじ継手をねじ締めすれ
ば、初めは、回転数に比例してトルクが上昇する。この時のトルクの上昇率は低い。さら
にねじ締めをすれば、ショルダー部同士が接触する。この時のトルクを、ショルダリング
トルクという。ショルダリングトルクに達した後、さらにねじ締めをすれば、再び回転数
に比例してトルクが上昇する。この時のトルクの上昇率は高い。トルクが所定の数値（締
結トルク）に達した時点で、ねじ締めは完了する。ねじ締めの際のトルクが、締結トルク
に達していれば、金属シール部同士が適切な面圧で干渉し合う。この場合、管用ねじ継手
の気密性が高まる。
【００１９】
　締結トルクに達した後さらにねじ締めを実施すれば、トルクが高くなり過ぎる。トルク
が高くなり過ぎれば、ピン及びボックスの一部が塑性変形を起こす。この時のトルクをイ
ールドトルクという。ショルダリングトルクとイールドトルクとの差であるトルクオンシ
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ョルダー抵抗ΔＴ’が大きければ、締結トルクの範囲に余裕ができる。その結果、締結ト
ルクの調整が容易になる。したがって、トルクオンショルダー抵抗ΔＴ’は高い方が好ま
しい。本明細書において、オーバートルク性能が高いとは、トルクオンショルダー抵抗Δ
Ｔ’が高いことを意味する。
【００２０】
　トルクオンショルダー抵抗ΔＴ’を高めるためには、ショルダリングトルクを低下させ
る、若しくは、イールドトルクを高めることが有効である。そこで、硬質粒子を潤滑被膜
層を形成するための組成物（以下、単に組成物ともいう）中に含有させることにより、高
面圧時にイールドトルクが高まると考えられる。その結果、トルクオンショルダー抵抗Δ
Ｔ’が高まると考えられる。
【００２１】
　しかしながら、本発明者らが調査検討した結果、単純に硬質粒子を組成物に含有させて
も、高いトルクオンショルダー抵抗ΔＴ’は得られなかった。たとえばＣａＦ２は硬質粒
子であるが、後述の実施例でも示すとおり、ＣａＦ２では高いトルクオンショルダー抵抗
ΔＴ’は得られなかった。
【００２２】
　そこで、本発明者らはさらに種々検討を行い、組成物中にＣｒ２Ｏ３を含有させること
により高いトルクオンショルダー抵抗ΔＴ’が得られることを見出した。
【００２３】
　図２は、組成物中のＣｒ２Ｏ３含有量とオーバートルク性能との関係を示す図である。
図２は後述の実施例により得られた。なお、オーバートルク性能は、後述の実施例中の試
験番号８において、潤滑被膜層の代わりにＡＰＩ規格ドープを使用した際のトルクオンシ
ョルダー抵抗ΔＴ’の数値を基準（１００）として、相対値として求めた。図２中の○は
、潤滑被膜層を形成した実施例のオーバートルク性能を示す。図２中の△は、潤滑被膜層
の代わりにＡＰＩ規格ドープを使用した際のオーバートルク性能を示す。
【００２４】
　図２より、Ｃｒ２Ｏ３を含有すれば、オーバートルク性能が１００を超える。つまり、
Ｃｒ２Ｏ３を含有すれば、高いオーバートルク性能が得られる。
【００２５】
　［耐焼付き性］
　本発明者らはさらに、組成物にＣｒ２Ｏ３を適量含有させれば、オーバートルク性能が
高まるだけでなく、耐焼付き性も高まることを見出した。
【００２６】
　図３は、組成物中のＣｒ２Ｏ３含有量と耐焼付き性との関係を示す図である。図３は後
述の実施例により得られた。図３において、縦軸は、ねじ部で回復不可能な焼付き、及び
、金属シール部で焼付きのいずれも発生しないで締結できた回数（回）を示す。
【００２７】
　図３より、組成物にＣｒ２Ｏ３を適量含有させれば、締結できた回数が１０回を超える
。つまり、組成物にＣｒ２Ｏ３を適量含有させれば、高い耐焼付き性が得られる。
【００２８】
　以上の知見に基づいて完成した、本実施形態による組成物は、管用ねじ継手に潤滑被膜
層を形成するための組成物であって、Ｃｒ２Ｏ３と、金属石鹸と、ワックスと、塩基性芳
香族有機酸金属塩とを含有する。
【００２９】
　本実施形態による組成物において、不揮発性成分の合計量に基づく質量％で、Ｃｒ２Ｏ

３含有量は１～２０％、金属石鹸含有量は２～３０％、ワックス含有量は２～３０％、及
び、塩基性芳香族含有量は２０～７０％であることが好ましい。
【００３０】
　この場合、オーバートルク性能及び耐焼付き性がさらに高まる。
【００３１】
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　本実施形態による組成物は、さらに、潤滑性粉末を含有してもよい。
【００３２】
　本実施形態による組成物は、潤滑性粉末を含有する場合、不揮発性成分の合計量に基づ
く質量％で、潤滑性粉末含有量は０．５～２０％であることが好ましい。
【００３３】
　上述の潤滑性粉末は、黒鉛及びポリテトラフルオロエチレンからなる群から選ばれる１
種以上であることが好ましい。
【００３４】
　本実施形態による組成物は、さらに、揮発性有機溶剤を含有してもよい。
【００３５】
　本実施形態による管用ねじ継手は、ピン及びボックスを備える管用ねじ継手である。ピ
ン及びボックスの各々は、ねじ部及びねじ無し金属接触部を有する接触表面を備える。管
用ねじ継手は、ピン及びボックスの少なくとも一方の接触表面上であって、最表層として
、上記の組成物からなる潤滑被膜層を備える。
【００３６】
　本実施形態による管用ねじ継手は、ピン及びボックスの少なくとも一方の接触表面と潤
滑被膜層との間に、金属めっき層を備えてもよい。
【００３７】
　本実施形態による管用ねじ継手は、潤滑被膜層の下に、潤滑被膜層と接触する表面を有
する化成処理被膜を備えてもよい。
【００３８】
　本実施形態による管用ねじ継手においてさらに、潤滑被膜層と接触する表面は、ブラス
ト処理されていてもよい。本実施形態による管用ねじ継手においてさらに、潤滑被膜層と
接触する表面は、酸洗されていてもよい。
【００３９】
　本実施形態による管用ねじ継手において、接触表面はさらに、ねじ無し金属接触部を有
してもよい。
【００４０】
　以下、本実施形態による組成物、及び、その組成物から形成された潤滑被膜層を備えた
管用ねじ継手について詳述する。
【００４１】
　［管用ねじ継手１］
　管用ねじ継手１は、ピン５及びボックス８を備える。図４は、本実施形態の管用ねじ継
手の構成を示す図である。管用ねじ継手１は、鋼管２と、カップリング３とを備える。鋼
管２の両端には外面に雄ねじ部４を有するピン５が形成される。カップリング３の両側に
は、内面に雌ねじ部７を有するボックス８が形成される。ピン５とボックス８とをねじ締
めすることによって、鋼管２の端に、カップリング３が取り付けられる。図示していない
が、相手部材が装着されていない鋼管２のピン５及びカップリング３のボックス８には、
それぞれのねじ部を保護するため、プロテクター（図示せず）が装着される場合がある。
【００４２】
　典型的な管用ねじ継手１は、図４に示すとおり、鋼管２とカップリング３とを備える、
カップリング方式である。一方、カップリングを使用せず、鋼管２の一端をピン形状とし
、他端をボックス形状としたインテグラル方式の管用ねじ継手１もある。本実施形態の管
用ねじ継手１は、カップリング方式及びインテグラル方式のいずれにも適用可能である。
【００４３】
　ピン５及びボックス８は、ねじ部及びねじ無し金属接触部を有する接触表面を有する。
図５は、本実施形態による管用ねじ継手１の断面図である。ピン５は、雄ねじ部４とねじ
無し金属接触部とを備える。ピン５のねじ無し金属接触部は、ピン５の先端に形成され、
金属シール部１０及びショルダー部１１を備える。ボックス８は、雌ねじ部７とねじ無し
金属接触部とを備える。ボックス８のねじ無し金属接触部は、ボックス８の先端に形成さ
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れ、金属シール部１３及びショルダー部１２を備える。ピン５とボックス８とをねじ締め
したときに接触する部分を、接触表面という。具体的には、ピン５とボックス８とをねじ
締めすると、ショルダー部同士（ショルダー部１１及び１２）、金属シール部同士（金属
シール部１０及び１３）、及び、ねじ部同士（雄ねじ部４及び雌ねじ部７）が互いに接触
する。つまり、接触表面は、ショルダー部、金属シール部、及び、ねじ部を含む。
【００４４】
　図示していないが、管用ねじ継手１の接触表面は、ねじ無し金属接触部を有さない場合
がある。この場合、管用ねじ継手１の接触表面は、ねじ部を含む。具体的には、ピン５は
、雄ねじ部４を含む。ボックス８は、雌ねじ部７を含む。
【００４５】
　［潤滑被膜層２１］
　管用ねじ継手１は、ピン５及びボックス８の少なくとも一方の接触表面上に、潤滑被膜
層２１を備える。図６は、本実施形態による管用ねじ継手１の接触表面の断面図である。
潤滑被膜層２１は、後述の製造方法のとおり、潤滑被膜層２１を形成するための組成物を
、ピン５及びボックス８の少なくとも一方の接触表面上に塗布し、乾燥することで形成さ
れる。
【００４６】
　［潤滑被膜層２１を形成するための組成物］
　潤滑被膜層２１を形成するための組成物は、Ｃｒ２Ｏ３と、金属石鹸と、ワックスと、
塩基性芳香族有機酸金属塩とを含有する。したがって、潤滑被膜層２１も、Ｃｒ２Ｏ３と
、金属石鹸と、ワックスと、塩基性芳香族有機酸金属塩とを含有する。組成物は、無溶剤
型の組成物（つまり、上述の成分のみ含有）であっても、溶剤に溶解させた溶剤型の組成
物であってもよい。溶剤型の組成物の場合、各成分の質量％とは、組成物の不揮発性成分
の合計量（組成物に含まれる溶剤以外の全成分を合計した質量）を１００％とした場合の
質量％をいう。つまり、組成物中の各成分の含有量と、潤滑被膜層２１中の各成分の含有
量とは、同じである。
【００４７】
　以下、組成物中の各成分について詳述する。各成分に関する「％」は、特に断りがない
限り、組成物の不揮発性成分の合計量に基づく質量％を意味する。本実施形態において不
揮発性成分とは、組成物に含まれる溶剤以外の全成分を意味する。不揮発性成分とはたと
えば、Ｃｒ２Ｏ３と、金属石鹸と、ワックスと、塩基性芳香族有機酸金属塩とである。各
成分はそれぞれ独立に選択することができ、選択された組み合わせは新たな効果を生じな
い。
【００４８】
　［Ｃｒ２Ｏ３］
　Ｃｒ２Ｏ３は、酸化クロム（ＩＩＩ）ともいう。Ｃｒ２Ｏ３は、無機化合物である。Ｃ
ｒ２Ｏ３の式量は１５１．９９である。Ｃｒ２Ｏ３は、二クロム酸アンモニウム（重クロ
ム酸アンモニウム）の熱分解により得られる。Ｃｒ２Ｏ３は、昇華精製により、暗緑色金
属光沢の結晶となる。Ｃｒ２Ｏ３はきわめて安定で、石英より硬い。Ｃｒ２Ｏ３には、毒
性や危険性はない。
【００４９】
　上述のとおり、Ｃｒ２Ｏ３を含有すれば、オーバートルク性能が高まる。Ｃｒ２Ｏ３を
含有すればさらに、耐焼付き性も高まる。
【００５０】
　潤滑被膜層２１中のＣｒ２Ｏ３含有量は、組成物の不揮発性成分の合計量に基づく質量
％で１～２０％であることが好ましい。Ｃｒ２Ｏ３含有量が１％以上であれば、十分なオ
ーバートルク性能が得られる。Ｃｒ２Ｏ３含有量が２０％以下であれば、被膜の強度の低
下を抑制できる。Ｃｒ２Ｏ３含有量が２０％以下であればさらに、摩擦の増加を抑制して
、高い耐焼付き性が維持できる。Ｃｒ２Ｏ３含有量のより好ましい下限は５％であり、さ
らに好ましくは７％であり、さらに好ましくは１０％である。Ｃｒ２Ｏ３含有量のより好
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ましい上限は１８％であり、さらに好ましくは１５％である。
【００５１】
　Ｃｒ２Ｏ３はたとえば、暗緑色の粒子である。Ｃｒ２Ｏ３の好ましい粒子径は４５μｍ
以下である。均一分散性の観点からより好ましくは１０μｍ以下である。粒子径は、レー
ザー回折・散乱法による粒度分布測定（たとえば、ＳＨＩＭＡＤＺＵ製ＳＡＬＤシリーズ
）で得られる有効径分布の算術平均値である。
【００５２】
　Ｃｒ２Ｏ３はたとえば、和光純薬工業株式会社の酸化クロム（ＩＩＩ）である。
【００５３】
　［金属石鹸］
　金属石鹸は、脂肪酸のアルカリ金属以外の金属との塩である。金属石鹸を含有すれば、
潤滑被膜層２１の耐焼付き性と防錆性とが高まる。
【００５４】
　金属石鹸の脂肪酸は、炭素数１２～３０のものが、潤滑性や防錆性の観点から好ましい
。脂肪酸は飽和と不飽和とのいずれでもよい。脂肪酸は混合脂肪酸又は単一化合物である
。混合脂肪酸はたとえば、牛脂、ラード、羊毛脂、パーム油、菜種油及び椰子油などの天
然油脂由来のものである。単一化合物の脂肪酸はたとえば、ラウリン酸、トリデシル酸、
ミリスチン酸、パルミチン酸、ラノパルミチン酸、ステアリン酸、イソステアリン酸、オ
レイン酸、エライジン酸、アラキン酸、ベヘン酸、エルカ酸、リグノセリン酸、ラノセリ
ン酸、スルホン酸、サリチル酸及びカルボン酸である。
【００５５】
　金属石鹸の金属はたとえば、カルシウム、アルカリ土類金属及び亜鉛である。金属塩の
形としては、好ましくはカルシウム塩である。塩は、中性塩と塩基性塩とのいずれでもよ
い。
【００５６】
　つまり、金属石鹸はたとえば、牛脂、ラード、羊毛脂、パーム油、菜種油、椰子油、ラ
ウリン酸、トリデシル酸、ミリスチン酸、パルミチン酸、ラノパルミチン酸、ステアリン
酸、イソステアリン酸、オレイン酸、エライジン酸、アラキン酸、ベヘン酸、エルカ酸、
リグノセリン酸、ラノセリン酸、スルホン酸、サリチル酸及びカルボン酸からなる群から
選択される１種又は２種以上の脂肪酸と、カルシウム、アルカリ土類金属及び亜鉛からな
る群から選択される１種又は２種以上の金属との塩である。
【００５７】
　組成物中の金属石鹸の含有量は、組成物の不揮発性成分の合計量に基づく質量％で２～
３０％であることが好ましい。金属石鹸の含有量が２％以上であれば、潤滑被膜層２１の
耐焼付き性と防錆性とを十分に高めることができる。含有量が３０％以下であれば、必要
な潤滑被膜層２１の密着性や強度が十分に得られる。金属石鹸の含有量のさらに好ましい
下限は４％であり、さらに好ましくは１０％である。金属石鹸の含有量のさらに好ましい
上限は１９％であり、さらに好ましくは１７％である。
【００５８】
　［ワックス］
　ワックスとは、常温で固体、加熱すると液体となる有機物である。ワックスは、動物性
、植物性、鉱物性及び合成ワックスからなる群から選択される１種又は２種以上である。
動物性のワックスはたとえば、蜜蝋及び鯨蝋である。植物性のワックスはたとえば、木蝋
、カルナバワックス、キャンデリラワックス及びライスワックスである。鉱物性のワック
スはたとえば、パラフィンワックス、マイクロクリスタリンワックス、ペトロラタム、モ
ンタンワックス、オゾケライト及びセレシンである。合成ワックスはたとえば、酸化ワッ
クス、ポリエチレンワックス、フィッシャー・トロプッシュワックス、アミドワックス及
び硬化ひまし油（カスターワックス）である。好ましくは、ワックスは、分子量１５０～
５００のパラフィンワックスである。
【００５９】
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　つまり、ワックスはたとえば、蜜蝋、鯨蝋、木蝋、カルナバワックス、キャンデリラワ
ックス、ライスワックス、パラフィンワックス、マイクロクリスタリンワックス、ペトロ
ラタム、モンタンワックス、オゾケライト、セレシン、酸化ワックス、ポリエチレンワッ
クス、フィッシャー・トロプッシュワックス、アミドワックス及び硬化ひまし油（カスタ
ーワックス）からなる群から選択される１種又は２種以上である。
【００６０】
　好ましくは、ワックスは、パラフィンワックス、マイクロクリスタリンワックス及び酸
化ワックスからなる群から選択される１種又は２種以上である。
【００６１】
　ワックスは、潤滑被膜層２１の摩擦を低減して、耐焼付き性を高める。ワックスはさら
に、潤滑被膜層２１の流動性を低減して、潤滑被膜層２１の強度を高める。
【００６２】
　組成物中のワックスの含有量は、組成物の不揮発性成分の合計量に基づく質量％で２～
３０％であることが好ましい。ワックスの含有量が２％以上であれば、上記の効果を十分
に得ることができる。含有量が３０％以下であれば、必要な潤滑被膜層２１の密着性や強
度が十分に得られる。ワックスの含有量のさらに好ましい下限は５％であり、さらに好ま
しくは１０％である。ワックスの含有量のさらに好ましい上限は２０％であり、さらに好
ましくは１５％である。
【００６３】
　［塩基性芳香族有機酸金属塩］
　塩基性芳香族有機酸金属塩は、芳香族有機酸と過剰のアルカリ（アルカリ金属又はアル
カリ土類金属）とから構成される塩である。塩基性芳香族有機酸金属塩は、たとえば、常
温でグリース状ないし半固体の物質である。塩基性芳香族有機酸金属塩では、アルカリの
過剰分が、コロイド状微粒子の金属塩として油中に分散している。
【００６４】
　組成物中に塩基性芳香族有機酸金属塩が含有されれば、防食性が顕著に高まる。塩基性
芳香族有機酸金属塩が含有されればさらに、潤滑被膜層２１の耐焼付き性も高まる。この
効果は、塩基性芳香族有機酸金属塩がコロイド状微粒子状態で存在することにより、過剰
な金属塩が物理的吸着されたり、有機酸基により化学吸着されるためである。
【００６５】
　芳香族有機酸金属塩はたとえば、塩基性スルホネート、塩基性サリシレート、塩基性フ
ェネート及び塩基性カルボキシレートである。
【００６６】
　塩基性芳香族有機酸金属塩のカチオン部分を構成するアルカリは、たとえば、アルカリ
金属及びアルカリ土類金属からなる群から選択される１種又は２種以上である。アルカリ
は、好ましくはアルカリ土類金属であり、さらに好ましくは、カルシウム、バリウム及び
マグネシウムからなる群から選択される１種又は２種以上である。
【００６７】
　つまり、塩基性芳香族有機酸金属塩はたとえば、塩基性ナトリウムスルホネート、塩基
性カリウムスルホネート、塩基性マグネシウムスルホネート、塩基性カルシウムスルホネ
ート、塩基性バリウムスルホネート、塩基性ナトリウムサリシレート、塩基性カリウムサ
リシレート、塩基性マグネシウムサリシレート、塩基性カルシウムサリシレート、塩基性
バリウムサリシレート、塩基性ナトリウムフェネート、塩基性カリウムフェネート、塩基
性マグネシウムフェネート、塩基性カルシウムフェネート、塩基性バリウムフェネート、
塩基性ナトリウムカルボキシレート、塩基性カリウムカルボキシレート、塩基性マグネシ
ウムカルボキシレート、塩基性カルシウムカルボキシレート、塩基性バリウムカルボキシ
レートからなる群から選択される１種又は２種以上である。
【００６８】
　塩基性芳香族有機酸金属塩は、その塩基価が高いほど、固形潤滑剤として機能する微粒
子金属塩の量が高まる。その結果、潤滑被膜層２１の耐焼付き性が高まる。また、塩基価
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がある程度以上に高いと、酸成分を中和する作用がある。その結果、潤滑被膜の防錆力も
高まる。したがって、塩基性芳香族有機酸金属塩は、塩基価（ＪＩＳ　Ｋ２５０１）（２
種以上使用する場合は、量を加味した塩基価の加重平均値）が、５０～５００ｍｇＫＯＨ
／ｇであるのが好ましい。塩基価が５０ｍｇＫＯＨ／ｇ以上であれば、上記の効果を十分
に得られる。塩基価が５００ｍｇＫＯＨ／ｇ以下であれば、親水性を低下でき、十分な防
錆性が得られる。塩基性芳香族有機酸金属塩の塩基価のさらに好ましい下限は１００ｍｇ
ＫＯＨ／ｇであり、さらに好ましくは２００ｍｇＫＯＨ／ｇであり、さらに好ましくは２
５０ｍｇＫＯＨ／ｇである。塩基性芳香族有機酸金属塩の塩基価のさらに好ましい上限は
４５０ｍｇＫＯＨ／ｇである。
【００６９】
　上述のとおり、塩基性芳香族有機酸金属塩はグリース状又は半固体の物質であり、潤滑
被膜層２１の基剤の役割も果すことができる。そのため、組成物の不揮発性成分の合計量
に基づく質量％で７０％までと多量に含有させることができる。塩基性芳香族有機酸金属
塩の含有量の下限は、組成物の不揮発性成分の合計量に基づく質量％で、好ましくは２０
％であり、より好ましくは４０％である。塩基性芳香族有機酸金属塩の含有量の上限は好
ましくは７０％である。
【００７０】
　［潤滑性粉末］
　組成物は、潤滑被膜層２１の潤滑性をさらに高めるために、潤滑性粉末を含有してもよ
い。潤滑性粉末とは、潤滑性を有する添加剤の総称である。潤滑性粉末は、公知のものを
使用できる。
【００７１】
　潤滑性粉末はたとえば、以下の５種類に大別される。潤滑性粉末は、以下の（１）～（
４）からなる群から選ばれる少なくとも１種を含有する。
　（１）滑り易い特定の結晶構造、たとえば、六方晶層状結晶構造を有することにより潤
滑性を示すもの（例えば、黒鉛、酸化亜鉛、窒化硼素）、
　（２）結晶構造に加えて反応性元素を有することにより潤滑性を示すもの（例えば、二
硫化モリブデン、二硫化タングステン、フッ化黒鉛、硫化スズ、硫化ビスマス）、
　（３）化学反応性により潤滑性を示すもの（例えば、チオ硫酸塩化合物）、及び、
　（４）摩擦応力下での塑性又は粘塑性挙動により潤滑性を示すもの（例えば、ポリテト
ラフルオロエチレン（ＰＴＦＥ）及びポリアミド）。
【００７２】
　上記（１）～（４）のいずれの潤滑性粉末も使用できる。したがって、潤滑性粉末はた
とえば、黒鉛、酸化亜鉛、窒化ホウ素、二硫化モリブデン、二硫化タングステン、フッ化
黒鉛、硫化スズ、硫化ビスマス、チオ硫酸塩化合物、ポリテトラフルオロエチレン（ＰＴ
ＦＥ）及びポリアミドからなる群から選択される１種又は２種以上である。
【００７３】
　潤滑性粉末は、上記（１）～（４）のいずれかを単独で使用してもよい。たとえば、（
１）の潤滑性粉末を単独で使用してもよい。潤滑性粉末は、上記（１）～（４）の複数を
組み合わせて使用してもよい。たとえば、上記（１）に加え、（４）を組み合わせて使用
してもよい。
【００７４】
　好ましくは、潤滑性粉末は上記（１）及び（４）からなる群から選ばれる１種以上を含
有する。潤滑性粉末（１）としては、潤滑被膜層２１の密着性及び防錆性の観点から黒鉛
が好ましく、成膜性の観点からは土状黒鉛が好ましい。潤滑添加剤（４）としてはポリテ
トラフルオロエチレン（ＰＴＦＥ）が好ましい。
【００７５】
　さらに好ましくは、潤滑性粉末はポリテトラフルオロエチレン（ＰＴＦＥ）である。
【００７６】
　組成物中の潤滑性粉末の含有量は、組成物の不揮発性成分の合計量に基づく質量％で、
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０．５～２０％であることが好ましい。潤滑性粉末の含有量が０．５％以上であれば、耐
焼付き性がさらに高まる。このため、焼付きを生じないでねじ締め及びねじ戻しができる
回数が増加する。一方、潤滑添加剤の含有量が２０％以下であれば、潤滑被膜層２１の強
度がさらに高まる。このため、潤滑被膜層２１の損耗が抑制される。潤滑性粉末の含有量
のさらに好ましい上限は１５％であり、さらに好ましくは１０％である。
【００７７】
　［揮発性有機溶剤］
　組成物は、揮発性有機溶剤を含有してもよい。常温で塗布を行う場合には、潤滑被膜層
２１の組成物成分の混合物に揮発性有機溶剤を添加し、組成物を調製する。揮発性有機溶
剤は、潤滑油の基油とは異なり、潤滑被膜層形成工程で蒸発する。そのため、揮発性有機
溶剤は、潤滑被膜中には実質的に残存しない。「揮発性」とは、被膜形態で室温～１５０
℃までの温度で蒸発傾向を示すことを意味する。しかしながら、本実施形態の潤滑被膜層
２１は粘稠液体又は半固体であってもよいので、若干の溶剤の残存は許容される。
【００７８】
　揮発性有機溶剤の種類は特に制限されない。揮発性有機溶剤はたとえば、石油系溶剤で
ある。石油系溶剤とはたとえば、ＪＩＳ　Ｋ２２０１に規定されている工業用ガソリンに
相当するソルベント、ミネラルスピリット、芳香族石油ナフタ、キシレン及びセロソルブ
からなる群から選ばれる１種又は２種以上である。
【００７９】
　揮発性有機溶剤は、引火点が３０℃以上で、初留温度が１５０℃以上、終点が２１０℃
以下であるものが、取り扱いが比較的容易で、しかも蒸発が速く、乾燥時間が短くてすむ
点で好ましい。
【００８０】
　揮発性有機溶剤の割合は、塗布方法に応じて適正な粘性に調整すればよい。揮発性有機
溶剤の含有量はたとえば、不揮発性成分の合計量を１００部とした場合、２０～５０部で
ある。
【００８１】
　［その他の成分］
　組成物は、その他、公知の防錆添加剤、防腐剤、着色顔料等を含有してもよい。
【００８２】
　［防錆添加剤］
　潤滑被膜層２１は、実際に使用されるまでの長期間に渡る防錆性を有する必要がある。
そのため、組成物は、防錆添加剤を含有してもよい。防錆添加剤とは、耐食性を有する添
加剤の総称である。防錆添加剤はたとえば、トリポリリン酸アルミニウム、亜燐酸アルミ
ニム及びカルシウムイオン交換シリカからなる群から選ばれる１種又は２種以上を含有す
る。好ましくは、防錆添加剤は、カルシウムイオン交換シリカ及び亜燐酸アルミニウムか
らなる群から選ばれる少なくとも１種を含有する。防錆添加剤として、他に市販の反応撥
水剤なども使用できる。
【００８３】
　組成物中の防錆添加剤の含有量は、組成物の不揮発性成分の合計量に基づく質量％で２
～１０％であることが好ましい。防錆添加剤の含有量が２％以上であれば、潤滑被膜層２
１の防錆性がさらに安定的に高まる。一方、防錆添加剤の含有量が１０％以下であれば、
潤滑被膜層２１の潤滑性が安定的に高まる。防錆添加剤の含有量が、１０％を超えれば、
防錆効果は飽和する。
【００８４】
　［防腐剤］
　組成物はさらに、防腐剤を含有してもよい。防腐剤も、耐食性を有する添加剤の総称で
ある。
【００８５】
　上述のＣｒ２Ｏ３、金属石鹸、ワックス、塩基性芳香族有機酸金属塩及びその他の成分
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を混合することにより、潤滑被膜層２１を有する、本実施形態の管用ねじ継手１を製造で
きる。
【００８６】
　［金属めっき層］
　本実施形態の管用ねじ継手１はさらに、ピン５及びボックス８の少なくとも一方の接触
表面と潤滑被膜層２１との間に、金属めっき層を備えてもよい。金属めっき層はたとえば
、Ｃｕ、ＳｎもしくはＮｉ金属による単層めっき層、又はＣｕ－Ｓｎ合金の単層めっき層
、Ｃｕ層とＳｎ層との２層めっき層、及び、Ｎｉ層、Ｃｕ層及びＳｎ層による３層めっき
層である。
【００８７】
　金属めっき層の硬度は、マイクロビッカースで３００以上であることが好ましい。金属
めっき層の硬度が３００以上であれば、管用ねじ継手１の耐食性がさらに安定して高まる
。
【００８８】
　金属めっき層の硬度は、次のとおり測定できる。得られた管用ねじ継手１の金属めっき
層において、任意の領域を５箇所選択する。選択された各領域において、ＪＩＳ　Ｚ２２
４４（２００９）に準拠してビッカース硬さ（ＨＶ）を測定する。試験条件はたとえば、
試験温度を常温（２５℃）とし、試験力を２．９４Ｎ（３００ｇｆ）とする。得られた値
（合計５個）の平均を、Ｚｎ合金めっき層の硬度と定義する。
【００８９】
　多層めっき処理の場合、最下層のめっき層は、膜厚１μｍ未満とすることが好ましい。
めっき層の膜厚（多層めっきの場合は合計膜厚）は５～１５μｍとすることが好ましい。
【００９０】
　金属めっき層の厚さは、次のとおり測定する。金属めっき層を形成した接触表面上に、
ＩＳＯ（Ｉｎｔｅｒｎａｔｉｏｎａｌ　Ｏｒｇａｎｉｚａｔｉｏｎ　ｆｏｒ　Ｓｔａｎｄ
ａｒｄｉｚａｔｉｏｎ）２１９６８（２００５）に準拠する過電流位相式の膜厚測定器の
プローブを接触させる。プローブの入力側の高周波磁界と、それにより励起された金属め
っき層上の過電流との位相差を測定する。この位相差を金属めっき層の厚さに変換する。
【００９１】
　［化成処理被膜］
　本実施形態の管用ねじ継手１はさらに、潤滑被膜層２１の下に、潤滑被膜層２１と接触
する表面を有する化成処理被膜を備えてもよい。化成処理被膜はたとえば、蓚酸塩化成処
理被膜及び硼酸塩化成処理被膜である。
【００９２】
　化成処理被膜は多孔質である。そのため、化成処理被膜上に潤滑被膜層２１を形成すれ
ば、いわゆる「アンカー効果」により、潤滑被膜層２１の密着性がさらに高まる。化成処
理被膜の好ましい厚さは、５～４０μｍである。化成処理被膜の厚さが５μｍ以上であれ
ば、十分な耐食性が確保できる。化成処理被膜の厚さが４０μｍ以下であれば、潤滑被膜
層２１の密着性が安定的に高まる。
【００９３】
　［ブラスト処理されている表面、又は、酸洗されている表面］
　本実施形態の管用ねじ継手１はさらに、潤滑被膜層２１と接触する表面が、ブラスト処
理されている又は酸洗された表面であってもよい。
【００９４】
　ブラスト処理されている表面、又は、酸洗されている表面は、表面粗さを有する。表面
粗さは、算術平均粗さＲａが１～８μｍ、基準長さ２．５ｍｍであるのが好ましい。算術
平均粗さＲａが１μｍ以上であれば、潤滑被膜層２１の密着性がさらに高まる。算術平均
粗さＲａが８μｍ以下であれば、摩擦が抑制され、潤滑被膜層２１の損傷及び剥離が抑制
される。
【００９５】
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　本明細書でいう算術平均粗さＲａは、ＪＩＳ　Ｂ０６０１（２００１）に基づいて、測
定される。たとえば、エスアイアイ・ナノテクノロジー社製　走査型プローブ顕微鏡　Ｓ
ＰＩ３８００Ｎを用いて測定することができる。測定条件はたとえば、取得データ数の単
位としてサンプルの２μｍ×２μｍの領域で、取得データ数１０２４×１０２４である。
基準長さは２．５ｍｍとする。算術平均粗さＲａが大きいほど、潤滑被膜層２１との接触
面積が高まる。このため、アンカー効果により潤滑被膜層との密着性が高まる。潤滑被膜
層２１の密着性が高まれば、管用ねじ継手１の耐焼付き性がさらに高まる。
【００９６】
　［管用ねじ継手１の母材］
　管用ねじ継手１の母材の組成は、特に限定されない。母材はたとえば、炭素鋼、ステン
レス鋼及び合金鋼等である。合金鋼の中でも、Ｃｒ、Ｎｉ及びＭｏ等の合金元素を含んだ
二相ステンレス鋼及びＮｉ合金等の高合金鋼は耐食性が高い。そのため、これらの高合金
鋼を母材に使用すれば、硫化水素や二酸化炭素等を含有する腐食環境において、優れた耐
食性が得られる。
【００９７】
　［製造方法］
　以下、本実施形態による管用ねじ継手１の製造方法を説明する。
【００９８】
　本実施形態による管用ねじ継手１の製造方法は、ピン５及びボックス８の少なくとも一
方の接触表面上に、本実施形態の組成物を用いて潤滑被膜層２１を形成する、潤滑被膜層
形成工程を備える。
【００９９】
　［潤滑被膜層形成工程］
　潤滑被膜層形成工程では、上述の組成物の構成成分の混合物を溶剤添加及び／又は加熱
により液状化し、ピン５及びボックス８の少なくとも一方の接触表面上に塗布する。必要
に応じて、接触表面上に塗布された組成物を乾燥して、潤滑被膜層２１を形成する。潤滑
被膜層２１の性状は問わない。潤滑被膜層２１の性状はたとえば、固体、粘稠液体、又は
半固体である。
【０１００】
　初めに、組成物を製造する。無溶剤型の組成物はたとえば、上述の組成物の構成成分の
混合物を加熱して溶融状態として混練することにより製造できる。全ての成分を粉末状と
して混合した粉末混合物を組成物としてもよい。
【０１０１】
　溶剤型の組成物はたとえば、揮発性有機溶剤中に、Ｃｒ２Ｏ３と、金属石鹸と、ワック
スと、塩基性芳香族有機酸金属塩とを溶解又は分散させて混合することにより製造できる
。
【０１０２】
　無溶剤型の組成物の場合、ホットメルト法を用いて組成物を塗布できる。ホットメルト
法では、組成物を加熱して溶融させ、低粘度の流動状態にする。流動状態の組成物を、温
度保持機能を有するスプレーガンから噴霧することにより行われる。組成物は、適当な撹
拌装置を備えたタンク内で加熱して溶融され、コンプレッサにより計量ポンプを経てスプ
レーガンの噴霧ヘッド（所定温度に保持）に供給されて、噴霧される。加熱温度はたとえ
ば、９０～１３０℃である。タンク内と噴霧ヘッドの保持温度は組成物中の融点に応じて
調整される。塗布方法は、スプレー塗布に替えて、刷毛塗り及び浸漬等でもよい。組成物
の加熱温度は、組成物の融点より１０～５０℃高い温度とすることが好ましい。組成物を
塗布する際、組成物が塗布されるピン５及びボックス８の少なくとも一方の接触表面は、
基剤の融点より高い温度に加熱しておくことが好ましい。それにより良好な被覆性を得る
ことができる。
【０１０３】
　溶剤型の組成物の場合、溶液状態となった組成物をスプレー塗布等で接触表面上に塗布
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する。この場合、組成物を、常温及び常圧の環境下で、スプレー塗布できるよう粘度を調
整する。
【０１０４】
　無溶剤型の組成物の場合、接触表面に塗布された組成物を冷却することにより、溶融状
態の組成物が乾燥して潤滑被膜層２１が形成される。冷却方法は周知の方法で実施できる
。冷却方法はたとえば、大気放冷及び空冷である。
【０１０５】
　溶剤型の組成物の場合、接触表面に塗布された組成物を乾燥させることにより、潤滑被
膜層２１が形成される。乾燥方法は周知の方法で実施できる。乾燥方法はたとえば、自然
乾燥、低温送風乾燥及び真空乾燥である。
【０１０６】
　冷却は、窒素ガス及び炭酸ガス冷却システム等の急速冷却によって実施してもよい。急
速冷却を実施する場合、接触表面の反対面（ボックス８の場合は鋼管２又はカップリング
３の外面、ピン５の場合は鋼管２の内面）から間接的に冷却する。これにより、潤滑被膜
層２１の急速冷却による劣化を抑制できる。
【０１０７】
　潤滑被膜層２１はピン５及びボックス８の少なくとも一方の接触表面の全てを被覆する
のが好ましい。潤滑被膜層２１は、接触表面の一部のみ（例えば、金属シール部１０及び
１３のみ）を被覆してもよい。
【０１０８】
　潤滑被膜層２１は、単層でもよいし、複層でもよい。複層とは、潤滑被膜層２１が接触
表面側から２層以上積層している状態をいう。組成物の塗布と乾燥とを繰り返すことによ
り、潤滑被膜層２１を２層以上形成できる。潤滑被膜層２１は、接触表面上に直接形成し
てもよいし、後述する下地処理をした後に形成してもよい。
【０１０９】
　潤滑被膜層２１の厚さは１０～４０μｍであることが好ましい。潤滑被膜層２１の厚さ
が１０μｍ以上であれば、高い潤滑性を安定して得ることができる。一方、潤滑被膜層２
１の厚さが４０μｍ以下であれば、潤滑被膜層２１の密着性が安定する。さらに、潤滑被
膜層２１の厚さが４０μｍ以下であれば、摺動面のねじ公差（クリアランス）が広くなる
ため、摺動時の面圧が低くなる。そのため、締結トルクが過剰に高くなることを抑制でき
る。したがって、潤滑被膜層２１の厚さは１０～４０μｍであることが好ましい。
【０１１０】
　潤滑被膜層２１の厚さは、次の方法で測定する。管用ねじ継手１に潤滑被膜層２１を塗
布する場合と同条件で、平板上に潤滑被膜層を塗布する。管用ねじ継手１及び平板の塗布
条件のうち、塗布対象物とノズル先端との距離、噴射圧力、組成物の粘度及び塗布対象物
の回転速度等の条件を一致させる。組成物の粘度を一致させるには、タンク、配管及びノ
ズル吹き出し口の温度を、管用ねじ継手１及び平板とで一致させる。組成物を塗布する前
の平板の重量と、組成物を塗布した後の平板の重量との差から、単位時間当たりの組成物
の塗布量を算出する。平板上で組成物を乾燥させ、潤滑被膜層２１を形成する。潤滑被膜
層２１の膜厚を膜厚計を用いて測定する。組成物を塗布する前の平板の重量と、潤滑被膜
層２１を形成した後の平板の重量との差から、潤滑被膜層２１の重量を算出する。潤滑被
膜層２１の膜厚と重量とから、潤滑被膜層２１の密度を算出する。次に、ねじ形状及び大
きさ（内径及び肉厚等）から、管用ねじ継手１の塗布対象面積を算出する。塗布対象面積
とは、凹凸のあるねじ形成面を平面に展開した時の面積に相当する。管用ねじ継手１への
組成物の塗布時間、塗布対象面積及び潤滑被膜層２１の密度から、管用ねじ継手１に対す
る、潤滑被膜層２１の平均膜厚を算出する。
【０１１１】
　［金属めっき層形成工程］
　本実施形態による管用ねじ継手１の製造方法は、潤滑被膜層形成工程の前に、金属めっ
き層形成工程を備えてもよい。金属めっき層はたとえば、電気めっき処理、又は、衝撃め
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っき処理により形成できる。
【０１１２】
　［電気めっき処理］
　電気めっき処理はたとえば、電気めっきにより、金属めっき層を形成する処理である。
金属めっき層はたとえば、Ｚｎ合金めっき層である。Ｚｎ合金めっき層を形成する場合、
電気めっき処理では、ピン５とボックス８の少なくとも一方の接触表面上に、電気めっき
処理によりＺｎ合金めっき層を形成してもよい。
【０１１３】
　又は、電気めっき処理では、ピン５とボックス８の少なくとも一方の接触表面上に形成
された表面粗さの上に、電気めっき処理によりＺｎ合金めっき層を形成してもよい。
【０１１４】
　電気めっき処理を実施すれば、管用ねじ継手１の耐焼付き性及び耐食性が高まる。Ｚｎ
合金めっき層を形成する場合、電気めっき処理工程はたとえば、Ｃｕ、ＳｎもしくはＮｉ
金属による単層めっき処理、又はＣｕ－Ｓｎ合金による単層めっき処理、Ｃｕ層とＳｎ層
との２層めっき処理、及び、Ｎｉ層、Ｃｕ層及びＳｎ層による３層めっき処理である。Ｃ
ｒ含有量が５％以上の鋼からなる鋼管２に対しては、Ｃｕ－Ｓｎ合金めっき処理、Ｃｕめ
っき－Ｓｎめっきの２層めっき処理、及び、Ｎｉめっき－Ｃｕめっき－Ｓｎめっきの３層
めっき処理が好ましい。より好ましいのは、Ｃｕめっき－Ｓｎめっきの２層めっき処理、
Ｚｎ－Ｃｏ合金めっき処理、Ｃｕ－Ｓｎ－Ｚｎ合金めっき処理、及び、Ｚｎ－Ｎｉ合金め
っき処理である。
【０１１５】
　電気めっき処理は、周知の方法で実施することができる。たとえば、合金めっきに含ま
れる金属元素のイオンを含むめっき浴を準備する。次に、ピン５及びボックス８の接触表
面の少なくとも一方をめっき浴に浸漬する。接触表面に通電することにより、接触表面上
に合金めっき皮膜が形成される。めっき浴の温度及びめっき時間等の条件は、適宜設定で
きる。
【０１１６】
　より詳しくは、たとえば、Ｃｕ－Ｓｎ－Ｚｎ合金めっき層を形成する場合、めっき浴は
銅イオン、錫イオン及び亜鉛イオンを含有する。めっき浴の組成は好ましくは、Ｃｕ：１
～５０ｇ／Ｌ、Ｓｎ：１～５０ｇ／Ｌ及びＺｎ：１～５０ｇ／Ｌである。電気めっきの条
件はたとえば、めっき浴ｐＨ：１～１０、めっき浴温度：６０℃、電流密度：１～１００
Ａ／ｄｍ２及び、処理時間：０．１～３０分である。
【０１１７】
　Ｚｎ－Ｎｉ合金めっき層を形成する場合、めっき浴は亜鉛イオン及びニッケルイオンを
含有する。めっき浴の組成は好ましくは、Ｚｎ：１～１００ｇ／Ｌ及びＮｉ：１～５０ｇ
／Ｌである。電気めっきの条件はたとえば、めっき浴ｐＨ：１～１０、めっき浴温度：６
０℃、電流密度：１～１００Ａ／ｄｍ２及び、処理時間：０．１～３０分である。
【０１１８】
　［衝撃めっき処理］
　衝撃めっき処理は、粒子と被めっき物を回転バレル内で衝突させるメカニカルプレーテ
ィングや、ブラスト装置を用いて粒子を被めっき物に衝突させる投射めっきにより実施す
ることができる処理である。
【０１１９】
　本実施形態による管用ねじ継手１の製造方法は、潤滑被膜層２１と接触する表面に対し
て、ブラスト処理又は酸洗してもよい。ブラスト処理又は酸洗により、表面粗さが形成で
きる。
【０１２０】
　［ブラスト処理］
　ブラスト処理はたとえば、ブラスト装置を用いて粒子を被めっき物に衝突させる処理で
ある。ブラスト処理はたとえば、サンドブラスト処理である。サンドブラスト処理は、ブ
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ラスト材（研磨剤）と圧縮空気とを混合して接触表面に投射する処理である。ブラスト材
はたとえば、球状のショット材及び角状のグリッド材である。サンドブラスト処理により
、接触表面の表面粗さを大きくできる。サンドブラスト処理は、周知の方法により実施で
きる。たとえば、コンプレッサで空気を圧縮し、圧縮空気とブラスト材を混合する。ブラ
スト材の材質はたとえば、ステンレス鋼、アルミ、セラミック及びアルミナ等である。サ
ンドブラスト処理の投射速度等の条件は、適宜設定できる。
【０１２１】
　［酸洗処理］
　酸洗処理は、硫酸、塩酸、硝酸もしくはフッ酸等の強酸液に、接触表面を浸漬して接触
表面を荒らす処理である。これにより、接触表面の表面粗さを大きくできる。酸洗処理は
たとえば、化成処理である。
【０１２２】
　［化成処理工程］
　本実施形態による管用ねじ継手１の製造方法は、潤滑被膜層形成工程の前に、化成処理
工程を備えてもよい。化成処理工程では、化成処理を実施して、潤滑被膜層２１の下に、
潤滑被膜層２１と接触する表面を有する化成処理被膜を形成する。
【０１２３】
　化成処理は、表面粗さの大きな多孔質の化成被膜を形成する処理である。化成処理はた
とえば、燐酸塩化成処理、蓚酸塩化成処理及び硼酸塩化成処理である。潤滑被膜層２１の
密着性の観点からは、燐酸塩化成処理が好ましい。燐酸塩化成処理はたとえば、燐酸マン
ガン、燐酸亜鉛、燐酸鉄マンガン又は燐酸亜鉛カルシウムを用いた燐酸塩化成処理である
。
【０１２４】
　燐酸塩化成処理は周知の方法で実施できる。処理液としては、一般的な亜鉛めっき材用
の酸性燐酸塩化成処理液が使用できる。たとえば、燐酸イオン１～１５０ｇ／Ｌ、亜鉛イ
オン３～７０ｇ／Ｌ、硝酸イオン１～１００ｇ／Ｌ、ニッケルイオン０～３０ｇ／Ｌを含
有する燐酸亜鉛系化成処理を挙げることができる。管用ねじ継手１に慣用されている燐酸
マンガン系化成処理液も使用できる。液温はたとえば、常温から１００℃である。処理時
間は所望の膜厚に応じて適宜設定でき、たとえば１５分である。化成被膜の形成を促すた
め、燐酸塩化成処理前に、表面調整を行ってもよい。表面調整は、コロイドチタンを含有
する表面調整用水溶液に浸漬する処理のことである。燐酸塩化成処理後、水洗又は湯洗し
てから、乾燥することが好ましい。
【０１２５】
　以上の潤滑被膜層形成前の処理は１種類のみを実施してもよいが、複数の処理を組み合
わせてもよい。
【０１２６】
　潤滑被膜層形成前の処理は、ピン５とボックス８とで同じ処理を実施してもよいし、ピ
ン５とボックス８とで異なる処理を実施してもよい。
【実施例】
【０１２７】
　以下、本発明の実施例を説明する。ただし、本発明は実施例により制限されるものでは
ない。実施例において、ピンの接触表面をピン表面、ボックスの接触表面をボックス表面
という。また、実施例中の％は、特に指定しない限り、質量％を意味する。
【０１２８】
　本実施例において、新日鐵住金株式会社製のＶＡＭ２１（登録商標）を用いた。ＶＡＭ
２１（登録商標）は外径：１７７．８０ｍｍ（７インチ）、肉厚１１．５０６ｍｍ（０．
４５３インチ）の管用ねじ継手である。鋼種は、炭素鋼であった。炭素鋼の組成は、Ｃ：
０．２４％、Ｓｉ：０．２３％、Ｍｎ：０．７％、Ｐ：０．０２％、Ｓ：０．０１％、Ｃ
ｕ：０．０４％、Ｎｉ：０．０５％、Ｃｒ：０．９５％、Ｍｏ：０．１５％、残部：Ｆｅ
及び不純物であった。
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【０１２９】
　各試験番号のピン表面及びボックス表面に対し、表１に示すとおり、下地処理を実施し
た。表１の「下地処理」欄の数字は、下地処理を行った順番を示す。たとえば、「１．研
削仕上げ、２．燐酸Ｚｎ」の場合、研削仕上げを行った後で、燐酸Ｚｎ化成処理を実施し
た。サンドブラスト加工では砥粒Ｍｅｓｈ１００を用いて、表面粗さを形成した。各試験
番号の算術平均粗さＲａは表１に示すとおりであった。算術平均粗さＲａは、ＪＩＳ　Ｂ
０６０１（２０１３）に基づいて測定した。算術平均粗さＲａの測定には、エスアイアイ
・ナノテクノロジー社製　走査型プローブ顕微鏡　ＳＰＩ３８００Ｎを用いた。測定条件
は、取得データ数の単位としてサンプルの２μｍ×２μｍの領域で、取得データ数１０２
４×１０２４とした。Ｚｎ－Ｎｉ合金の膜厚は上述の測定方法により測定した。
【０１３０】
【表１】

【０１３１】
　その後、表２に示す組成を有する組成物を用いて、潤滑被膜層を形成して、各試験番号
のピン及びボックスを準備した。表２中、「組成物の不揮発性成分組成」の欄のカッコ内
には、組成物の不揮発性成分の合計量に基づく質量％での含有量を示す。Ｃｒ２Ｏ３は、
日本化学工業株式会社製の製品名グリーンＦ３を用いた。金属石鹸は、大日本インキ化学
工業株式会社製Ｃａ－ＳＴＥＡＲＡＴＥを用いた。ワックスは、日本精蝋株式会社製のパ
ラフィンワックスを用いた。塩基性芳香族有機酸金属塩は、塩基性Ｃａスルホネートとし
て、ＣＨＥＭＴＵＲＡ社製の製品名Ｃａｌｃｉｎａｔｅ（登録商標）　Ｃ４００ＣＬＲ（
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塩基価４００ｍｇＫＯＨ／ｇ）を用いた。潤滑性粉末は、黒鉛の場合、日本黒鉛工業株式
会社製の黒鉛粉末、製品名青Ｐ（灰分３．７９％、結晶度９６．９％、平均粒径７μｍ）
を用いた。潤滑性粉末は、ＰＴＦＥの場合、ダイキン工業株式会社製の製品名ルブロン（
登録商標）Ｌ－５Ｆを用いた。揮発性有機溶剤は、Ｅｘｘｏｎ社製の製品名Ｅｘｘｏｌ（
登録商標）Ｄ４０を用いた。なお、試験番号８では、潤滑被膜層形成用組成物の変わりに
、ＡＰＩ規格ＢＵＬ　５Ａ２に規定されたコンパウンドグリースを用いた。なお、このコ
ンパウンドグリースは、鉛などの重金属を含有し、人体や環境に有害であるが、潤滑性は
良好であるため、これを後述のオーバートルク性能評価の基準とした。
【０１３２】
【表２】

【０１３３】
　［試験番号１］
　試験番号１では、ピン表面及びボックス表面に対し、機械研削仕上げを行った。その上
に、潤滑被膜層を形成するための組成物を常温（約２０℃）でスプレー塗布して、潤滑被
膜層を形成した。膜厚は、所定のスプレー圧力及び対象面までの距離から、単位面積及び
単位時間当たりの塗布される組成物の重量とその比重を用いて、目標平均膜厚を算出し、
その値が１２０～１５０μｍの範囲になるようにした。
【０１３４】
　［試験番号２～試験番号４］
　試験番号２～試験番号４では、ピン表面及びボックス表面に対し、機械研削仕上げを行
った。ピン表面に対しては、７５～８５℃の燐酸亜鉛用化成処理液中に１０分間浸漬して
、厚さ１０μｍの燐酸亜鉛被膜を形成した。ボックス表面に対しては、８０～９５℃の燐
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酸マンガン用化成処理液中に１０分間浸漬して、厚さ１２μｍの燐酸マンガン被膜を形成
した。その上に、潤滑被膜層を形成するための組成物を常温（約２０℃）でスプレー塗布
して、潤滑被膜層を形成した。膜厚は、所定のスプレー圧力及び対象面までの距離から、
単位面積及び単位時間当たりの塗布される組成物の重量とその比重を用いて、目標平均膜
厚を算出し、その値が１２０～１５０μｍの範囲になるようにした。
【０１３５】
　［試験番号５］
　試験番号５では、ピン表面に対し、機械研削仕上げを行った。７５～８５℃の燐酸亜鉛
用化成処理液中に１０分間浸漬して、厚さ１０μｍの燐酸亜鉛被膜を形成した。その上に
、潤滑被膜層を形成するための組成物を常温（約２０℃）でスプレー塗布して、潤滑被膜
層を形成した。膜厚は、所定のスプレー圧力及び対象面までの距離から、単位面積及び単
位時間当たりの塗布される組成物の重量とその比重を用いて、目標平均膜厚を算出し、そ
の値が１２０～１５０μｍの範囲になるようにした。
【０１３６】
　ボックス表面に対し、機械研削仕上げを行った。その上に、電気めっきによりＺｎ－Ｎ
ｉ合金めっきを実施して、Ｚｎ－Ｎｉ合金めっき層を形成した。Ｚｎ－Ｎｉ合金めっき浴
は、大和化成株式会社製の商品名ダインジンアロイＮ－ＰＬを使用した。電気めっきの条
件は、めっき浴ｐＨ：６．５、めっき浴温度：２５℃、電流密度：２Ａ／ｄｍ２、及び、
処理時間：１８分であった。Ｚｎ－Ｎｉ合金めっき層の組成は、Ｚｎ：８５％及びＮｉ：
１５％であった。その上に、潤滑被膜層を形成するための組成物を加熱（約１１０℃）ス
プレー塗布して、徐冷し、潤滑被膜層を形成した。膜厚は、所定のスプレー圧力及び対象
面までの距離から、単位面積及び単位時間当たりの塗布される組成物の重量とその比重を
用いて、目標平均膜厚を算出し、その値が１２０～１５０μｍの範囲になるようにした。
【０１３７】
　［試験番号６及び試験番号７］
　試験番号６及び試験番号７では、ピン表面及びボックス表面に対し、機械研削仕上げを
行った。その後、ブラスト加工により表面粗さを形成した。その上に、潤滑被膜層を形成
するための組成物を常温（約２０℃）でスプレー塗布して、潤滑被膜層を形成した。膜厚
は、所定のスプレー圧力及び対象面までの距離から、単位面積及び単位時間当たりの塗布
される組成物の重量とその比重を用いて、目標平均膜厚を算出し、その値が１２０～１５
０μｍの範囲になるようにした。
【０１３８】
　［試験番号８］
　試験番号８では、ピン表面及びボックス表面に対し、機械研削仕上げを行った。ピン表
面に対しては、７５～８５℃の燐酸亜鉛用化成処理液中に１０分間浸漬して、厚さ１０μ
ｍの燐酸亜鉛被膜を形成した。ボックス表面に対しては、８０～９５℃の燐酸マンガン用
化成処理液中に１０分間浸漬して、厚さ１２μｍの燐酸マンガン被膜を形成した。その上
に、ＡＰＩ規格ドープを刷毛で塗布した。ＡＰＩ規格ドープとは、ＡＰＩ　Ｂｕｌ　５Ａ
２に準拠して製造された油井管用ねじ用コンパウンドグリースである。ＡＰＩ規格ドープ
の組成はグリースを基材とし、黒鉛粉：１８±１．０％、鉛粉：３０．５±０．６％、及
び銅フレーク：３．３±０．３％含有すると規定されている。なお、この成分範囲におい
ては、油井管用ねじ用コンパウンドグリースは同等の性能を有すると理解されている。
【０１３９】
　［試験番号９］
　試験番号９では、ピン表面及びボックス表面に対し、機械研削仕上げを行った。ピン表
面に対しては、７５～８５℃の燐酸亜鉛用化成処理液中に１０分間浸漬して、厚さ１０μ
ｍの燐酸亜鉛被膜を形成した。ボックス表面に対しては、８０～９５℃の燐酸マンガン用
化成処理液中に１０分間浸漬して、厚さ１２μｍの燐酸マンガン被膜を形成した。その上
に、潤滑被膜層を形成するための組成物を常温（約２０℃）でスプレー塗布して、潤滑被
膜層を形成した。膜厚は、所定のスプレー圧力及び対象面までの距離から、単位面積及び
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単位時間当たりの塗布される組成物の重量とその比重を用いて、目標平均膜厚を算出し、
その値が１２０～１５０μｍの範囲になるようにした。試験番号９では、組成物中にＣｒ

２Ｏ３が含有されなかった。
【０１４０】
　［試験番号１０］
　試験番号１０では、ピン表面及びボックス表面に対し、機械研削仕上げを行った。ピン
表面に対しては、７５～８５℃の燐酸亜鉛用化成処理液中に１０分間浸漬して、厚さ１０
μｍの燐酸亜鉛被膜を形成した。ボックス表面に対しては、８０～９５℃の燐酸マンガン
用化成処理液中に１０分間浸漬して、厚さ１２μｍの燐酸マンガン被膜を形成した。その
上に、潤滑被膜層を形成するための組成物を常温（約２０℃）でスプレー塗布して、潤滑
被膜層を形成した。膜厚は、所定のスプレー圧力及び対象面までの距離から、単位面積及
び単位時間当たりの塗布される組成物の重量とその比重を用いて、目標平均膜厚を算出し
、その値が１２０～１５０μｍの範囲になるようにした。試験番号１０では、組成物の成
分としてＣｒ２Ｏ３の代わりにＣａＦ２を含有させた。
【０１４１】
　［耐焼付き性評価試験］
　耐焼付き性評価は、繰返し締結試験により行った。試験番号１～試験番号１０のピン及
びボックスを用いて、室温（２０℃）でねじ締め及びねじ戻しを繰り返し、耐焼付き性を
評価した。締結トルクは２４３５０Ｎ・ｍとした。ねじ締め及びねじ戻しを１回行うごと
に、ピン表面及びボックス表面を目視により観察した。目視観察により、ねじ部及び金属
シール部焼付きの発生状況を確認した。金属シール部は焼付き発生で試験終了とした。ね
じ部は焼付きが軽微であり、ヤスリなどの手入れにより回復可能な場合には、焼付き疵を
補修して試験を続行した。最大繰返し締結回数は１５回とした。耐焼付き性の評価指標は
、ねじ部で回復不可能な焼付き、及び、金属シール部で焼付きのいずれも発生しない最大
の締結回数とした。結果を表３の「耐焼付き性（ねじ部で回復不可能な焼付き、及び、金
属シール部で焼付きのいずれも発生しないで締結できた回数（回））」欄に示す。
【０１４２】
【表３】

【０１４３】
　［オーバートルク性能試験］
　試験番号１～試験番号１０のピン及びボックスを用いて、トルクオンショルダー抵抗Δ
Ｔ’を測定した。具体的には、締付け速度１０ｒｐｍ、締付けトルク４２．８ｋＮ・ｍで
ねじ締めを行った。ねじ締めの際にトルクを測定し、図７に示す様なトルクチャートを作
成した。図７中のＴｓは、ショルダリングトルクを表す。図７中のＭＴＶは、線分Ｌと、
トルクチャートとが交わるトルク値を表す。線分Ｌは、ショルダリング後のトルクチャー
トにおける線形域の傾きと同じ傾きを持ち、同線形域と比べて回転数が０．２％多い直線
である。通常、トルクオンショルダー抵抗ΔＴ’を測定する場合には、Ｔｙ（イールドト
ルク）を使用する。しかしながら、本実施例では、イールドトルク（ショルダリング後に
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め、線分Ｌを用いて、ＭＴＶを規定した。ＭＴＶとＴｓとの差分を、本実施例のトルクオ
ンショルダー抵抗ΔＴ’とした。オーバートルク性能は、試験番号８において、潤滑被膜
層の代わりにＡＰＩ規格ドープを使用した際のトルクオンショルダー抵抗ΔＴ’の数値を
基準（１００）として、本実施例のトルクオンショルダー抵抗ΔＴ’との相対値として求
めた。結果を表３に示す。
【０１４４】
　［評価結果］
　表１～表３を参照して、試験番号１～試験番号７の管用ねじ継手の潤滑被膜層を形成す
る組成物は、Ｃｒ２Ｏ３を有した。そのため、ねじ締め及びねじ戻しを１０回繰り返して
も、焼付きが発生せず、優れた耐焼付き性を示した。さらに、オーバートルク性能が１０
０を超え、優れたオーバートルク性能を示した。
【０１４５】
　試験番号１～試験番号６の管用ねじ継手は、Ｃｒ２Ｏ３の含有量が１～２０．０％であ
った。そのため、試験番号１～試験番号６の管用ねじ継手は、試験番号７の管用ねじ継手
に比べて、焼付かずに締結できた回数が多く、試験番号７の管用ねじ継手よりもさらに優
れた耐焼付き性を示した。
【０１４６】
　一方、試験番号９の管用ねじ継手の潤滑被膜層を形成する組成物はＣｒ２Ｏ３を含有し
なかった。そのため、耐焼付き性及びオーバートルク性能が低かった。
【０１４７】
　試験番号１０の管用ねじ継手の潤滑被膜層を形成する組成物は、Ｃｒ２Ｏ３ではなく、
フッ化カルシウムＣａＦ２を含有した。そのため、耐焼付き性及びオーバートルク性能が
低かった。
【０１４８】
　以上、本発明の実施の形態を説明した。しかしながら、上述した実施の形態は本発明を
実施するための例示に過ぎない。したがって、本発明は上述した実施の形態に限定される
ことなく、その趣旨を逸脱しない範囲内で上述した実施の形態を適宜変更して実施するこ
とができる。
【符号の説明】
【０１４９】
　１　　管用ねじ継手
　４　　雄ねじ部
　５　　ピン
　７　　雌ねじ部
　８　　ボックス
　１０、１３　　金属シール部
　１１、１２　　ショルダー部
　２１　潤滑被膜層
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